〔 要 求 〕

	２－（１）高齢層職員の昇給・昇格制度の見直しについては、人員構成や退職までの到達級などの違いを踏まえ、国と同様な見直しを行わないこと。


〔 解 説 〕
（１）人事院は50歳台の官民の給与差を解消する必要があることを強調し、①2010年は55歳を超える６級以上の職員に対して当面の間、俸給等一律1.5％削減、②2011年は2006給与構造改革に関わる現給保障廃止、③2012年は高齢層職員の昇給・昇格制度の見直し、④2014年には給与制度の総合的見直しのなかで、世代間の給与配分の見直しとして50歳台後半層が多く在職する高位号俸の最大４％引き下げをそれぞれ勧告・報告してきました。
（２）民間と国家公務員との間で何故、50歳台後半層で給与差が発生するかの理由は、人事院が述べているように「昇進管理等の人事運用に相違があることから、年代別の給与差が一定程度生じることはやむを得ない」としており、民間と国家公務員の人事管理が問題であることは認めているところです。
（３）また、国家公務員の人事管理の現状は、2011年の人事院の報告によると「公務においては、地方機関の管理職等の登用が55歳以後に行われる場合が多い」とされ、2011年１月までの１年間に、本府省以外で、管理職である行政職(一)表６～７級に昇格した者のうち、55歳を超える者の割合は６級では４割を、７級では６割を超えていることを明らかにしています。このような人事管理の現状は、地方自治体の実態とはかけ離れた運用となっており、地方公務員と国家公務員・公務員と民間の人事管理の違いを理由に安易に同様な制度改正を認めない立場で交渉を強化する必要があります。

●昇給・昇格の見直し（2014春闘終結時点・自治労加盟自治体数）

	見直し済み
	昇給抑制のみ見直し
	昇格のみ見直し
	見直しなし

	６２
	１２
	１１
	８４


●2012人事院勧告・報告の昇給・昇格の見直しに関する解説
＜昇給制度の見直し＞
55歳を超える職員は「良好」では昇給なし（特に良好１号、極めて良好２号）
	
	昇給区分Ａ
極めて良好
	昇給区分Ｂ
特に良好
	昇給区分Ｃ
良好
	昇給区分Ｄ
やや良好でない
	昇給区分Ｅ
良好でない

	現　　行
	４号俸以上
	３号俸
	２号俸
	１号俸
	０号俸

	改正内容
	２号俸以上
	１号俸
	０号俸
	０号俸
	０号俸


＜昇格制度の見直し＞
最高号俸を含む高位号俸（最高号俸を含む上位17号俸）から昇格した場合の昇格時号俸対応表を見直します。具体的には上位17号俸のうち、最高号俸付近から昇格する場合の昇格メリットの上限を８号俸とし、下位の号俸にいくに従い、抑制を徐々に緩和します。
＜昇格制度についての解説＞
ア）給与構造改革前の昇格制度について（2005年俸給表）
　ⅰ）昇格前の号俸の対応号俸（同額か直近上位）へ昇格
　ⅱ）第１双子の上位（特定号俸）以上からの昇格は、対応号俸の１号上位へ昇格
　ⅲ）旧４級以上（現３級以上）への昇格は、対応号俸の１号上位へ昇格（昇格改善）
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イ）給与構造改革後の昇格制度について
　基本的には旧制度における昇格に伴う効果をほぼ保障するため、４分割後の最初の号俸を基幹号俸と定義し、昇格する際には昇格する級の最高号俸間差額を千円単位に切り上げて、昇格前の基幹号俸に定額加算を行い、直近上位の基幹号俸へ対応させることとなりました。このルールを元にして、昇格時号俸対応表が人事院規則において定められることとなりました。昇格に伴う効果としてどの号俸から昇格しても一定の昇格メリットを得ることができる制度となり、特に旧制度の第１双子の上位以上から昇格する場合の昇格時における効果が改善されていました。
ⅰ）各級ごとの定額加算額（2011人勧行（一）俸給表に基づく※2012以降俸給表の改定が行われ、間差額の変動もあるが、定額加算額が据え置かれた状態の昇格時対応号俸表のつくりとなっている）
	　
	２→３
	３→４
	４→５
	５→６
	６→７
	７→８
	８→９
	９→10

	加算額
	8,000
	9,000
	10,000
	10,000
	11,000
	10,000
	13,000
	13,000


ⅱ）具体的な昇格時の号俸決定方法
　　
※　第１双子の上位以上からの昇格にあたっては対応基幹号俸の一つ上の基幹号俸に対応させている。
ウ）　具体的な昇格制度の効果の抑制方法
　ⅰ）抑制される範囲
　最高号俸を含めた上位17号俸（５基幹号俸分の号俸）から昇格する場合
　ⅱ）抑制の方法
　給与構造改革の際に昇格制度の見直しを行って、一定の改善効果のあった第１双子以上の昇格のうち、最高号俸付近から昇格する場合の昇格メリットの条件を８号俸に止め、抑制の効果が始まる17号俸目は抑制が無い18号俸目との逆転防止を配慮して、昇格号俸を決定することとした。
＜参考＞昇格制度見直しによる効果について
○　現行の昇格方法（実線）
ア）４級77号俸（378,600）から昇格する場合は、加算額として10,000円を加算すると、この金額は５級66号俸に対応するが、基幹号俸ではないため、基幹号俸の５級69号俸へ昇格する。
イ）４級93号俸（388,300）から昇格する場合は、同様に５級82号俸に対応するが、基幹号俸の５級85号俸へ昇格する。
○　制度改正後の昇格方法（波線）
ア）４級77号俸から昇格する場合は、単純に76号俸から昇格した場合と同じ５級69号俸へ昇格する。
イ）４級の最高号俸である93号俸（388,300円）の直近上位は５級66号俸となるが、５級66号俸は基幹号俸ではないので、基幹号俸である５級69号俸（390,500円）を直近上位として、これに８号俸を加えた５級77号俸に対応させる。結果として昇格に伴うメリットは制度改正前と比較して半分程度に押さえ込まれる。
＜４級から５級へ昇格の場合＞
	4級
	5級

	号俸
	俸給月額
	加算額　　　　　　　　　　　　１００
	号俸
	俸給月額
	基幹号俸間
の間差額

	73
	3,761
	3,861
	65
	3,880
	26

	74
	3,768
	　
	66
	3,887
	　

	75
	3,775
	　
	67
	3,894
	　

	76
	3,782
	　
	68
	3,901
	　

	77
	3,786
	3,886
	69
	3,905
	25

	78
	3,792
	　
	70
	3,912
	　

	79
	3,798
	　
	71
	3,919
	　

	80
	3,804
	　
	72
	3,926
	　

	81
	3,809
	3,909
	73
	3,929
	24

	82
	3,815
	　
	74
	3,936
	　

	83
	3,821
	　
	75
	3,943
	　

	84
	3,827
	　
	76
	3,950
	　

	85
	3,833
	3,933
	77
	3,954
	25

	86
	3,839
	　
	78
	3,961
	　

	87
	3,845
	　
	79
	3,968
	　

	88
	3,851
	　
	80
	3,975
	　

	89
	3,858
	3,958
	81
	3,980
	26　

	90
	3,864
	　
	82
	3,987
	　

	91
	3,870
	　
	83
	3,994
	　

	92
	3,876
	　
	84
	4,001
	　

	93
	3,883
	3,983
	85
	4,006
	　


＜昇格時対応号俸表＞

	２－（２）給与構造改革にともなう現給保障措置の廃止については、廃止せず制度を維持すること。


〔 解 説 〕
（１）給与構造改革にともなう現給保障制度とは
2006年４月からの給与構造改革に伴って、給与額が引き下がる職員に対して、制度改正前の給与額を保障する制度
※　給料表の水準を平均で4.8％引き下げた（30台から５％、40台後半から７％程度）、結果、切替後の給与が下がる現象が出てきたために、切替前の給与額を保障する仕組みを構成した。
（２）給与構造改革にともなう現給保障措置の状況
　　　給与改定・臨時特例に関する法律により、国家公務員については2014年３月末をもって廃止がされています。また、道内自治体では、2011人事院勧告の２年の経過措置を設け廃止とする勧告や、国家公務員の取り扱いの影響、2015年４月からの「給与制度の総合的見直し」で平均２％俸給表引き下げにより新たな現給保障が措置されることから下記の状況となっています。
●現給保障（2015春闘終結時点・自治労加盟自治体数）

	廃止済み
	廃止経過措置期間中
	解消済み
	継続

	７７
	４
	１４
	７４


	２－（３）給料表・初任給等について、以下のとおり改善すること。

①　給料表は７級以上とし、医療職（二）、（三）表など他の給料表使用の場合もこれと同水準で取り扱うこと。


〔 解 説 〕
（１）道内市町村の多くが2005年ころまで採用していた８級制の行（一）給料表を機械的に06給与構造改革に基づく新たな給料表に当てはめた場合、６級制となります＜表１・２＞。しかし、新６級は、旧８級水準を下回っているので、この水準を確保するには、最低でも新７級制が必要なことは明らかです＜表３＞。同時に、旧９級制のところは新８級までの給料表が必要です。

国は旧給料表の12級に相当する新10級を導入しましたが、実はこの新10級が旧給料表における11級水準です。フラット化したはずの給料表で、現行水準を維持する手立てが幹部職員だけに用意されているというのもおかしなことです。道の勧告も新10級を導入したことで、全体の格付を改善させる可能性がありますので、幹部職員だけが優遇されることのないよう、組合員層の改善のためにも７級制が必要です。給料表は条例本則であり、規則等が給与制度を運用していくベースとなるので、機械的な適用をさせないことが必要です。

●級建て　　　　（2015年４月１日現在）
	
	都市
	町村
	合計

	新７級以上
	30
	6
	36

	新７級未満
	5
	125
	130

	計
	35
	131
	166


（２）前述のように、旧６級は新５級を上回る水準であるため、これまでの到達水準を維持していくためには、必然的に「最低新５級」までが要求となります。これでも、わずかに足りません。旧７級まで到達していた単組は、新６級水準が必要となります。つまり、それだけ給料表全体の水準が引き下がり、フラット化しているということです。

●到達級　　　　（2015年４月１日現在）
	
	都市
	町村
	合計

	新５級以上
	11
	26
	37

	新５級未満
	24
	105
	129

	計
	35
	131
	166


〔 要 求 〕
	２－（３）

②　号俸は、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。


〔 解 説 〕
（１）従来の給与制度は、給料表の最高号俸を超えて昇給する場合は、最高号俸の間差額を加算し１回目が18月、２回目以降は24月となっていました。しかし、2006給与構造改革により、枠外昇給の制度が廃止されました。したがって、最高号俸を超える昇給はできないことになり、実質的に昇給が停止状態となります。

(２) 2005人勧では、国の枠外在級者の実態に着目し、その90％～100％を救済するために最大12号俸（旧３号俸分）まで号俸を増設して俸給表を勧告しました。このような国の措置を踏まえ、総務省は「国の号俸数を限度とする」とし、2005道人事委員会勧告でも、国どおりの号俸数に制限しました。しかし、国の12号俸増設の考え方は、まず枠外の実態があり、その上で号俸増設しているのであって、その逆ではないことに注目することが必要です。したがって、12号俸にかかわらず、各地方自治体の実態を踏まえた号俸増設が必要です。
また、国公においては査定昇給が導入されていますが、上位の昇給区分であっても最高号俸に到達しているため、昇給しないという制度矛盾も起きており、2014人事院勧告で昇給機会の確保の観点から５・６級へそれぞれ８号俸の号俸増設に言及しました。
（３）号俸増設は退職手当の算定にも連動します。退職手当大幅削減の実損額回復のために、到達級改善の取り組みとあわせて、仮に到達級が４級どまりであっても、枠外増設で事実上の「５級水準」をめざしていく足がかりともなるので、引き続き取り組んでいくことが必要ですし、それぞれの単組の職員の実態を把握し、その実態にあった自治体独自の判断が必要となります。
●枠外号俸増設　（2015年４月１日現在）
	
	都市
	町村
	合計

	枠外あり
	21
	49
	70

	枠外なし
	10
	70
	80

	計
	31
	119
	150


〔 要 求 〕
	２－（３）

③　初任給については、国公８号上位（高卒行（一）１級13号俸、大卒１級33号俸）を最低とし、昇給期間短縮などを最大限実施すること。


〔 解 説 〕
初任給については、国公と地公の業務の性格上、行政の最先端に関わる自治体職員は人材確保上からも国公８号上位が適当であるとの認識で要求を設定します。また、仮に初任給そのものの引き上げが困難な場合にあっても、採用後できるだけ短期間に従前の昇給期間短縮に相当する昇給の上積み措置も必要です。

〔 要 求 〕
	２－（３）

④　中途採用者の初任給決定にあっては、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすることとし、職員を対象にした在職者調整を行うこと。


〔 解 説 〕
（１）中途採用者の前歴は、経験年数概算表によって10割、８割、５割、2.5割の４段階に分かれて換算されています。ところが、不当に低いランクで換算されたり無職の期間だからといってゼロ換算されたり、新規採用との間に大きな格差をつけられているのが実態です。こうした不当な格差を埋めるためにも、同種と異種の２区分に分け、それぞれ10割、８割とさせるなど最低でも８割換算をめざします。

（２）また、経験年数の号俸加算について、国は５年目までは調整率２分の２計算（12月で４号）、５年目以降は３分の２計算（18月で４号）となっていましたが、2006人勧で経験年数換算100／100の前歴については、５年目以降も２分の２計算するという見直しを行いましたので、自治体職員についても合わせて５年目以降も２分の２計算とするように要求します。さらに、上限制度というのがあり「上位級の初号を超えてはならない」とされていました。しかし、これについても国は2006年の地域給与・給与制度見直しにともない、上限制度を撤廃しています。

（３）これらを踏まえ、在職者調整を行い、一定年数経過後には標準入職者賃金に近づけていくたたかいが必要です。国は中途採用者の初任給調整の見直しにより、1996年４月以降に採用された職員で、2006年４月に新たに採用されたと仮定した方が有利な号俸になるものは、その有利な号俸にする形で在職者調整を行っていますので、国を最低限として在職者調整を求めていくことが必要です。全道庁は人事院同様、以下の方法で在職者調整を行っています。

※標準入職者賃金－その職員が正規の就学年数を経て自治体に採用された場合のモデル給与

	新制度における前歴換算の手法と在職者調整について

１　前歴換算の手法について

経験年数換算は現行どおり（同種10割、異種８割、無職５割）

○号俸加算の手法

＜現　行＞

５年まで２分の２（12月で１号）、５年以降２分の３（18月で１号）で号俸加算。

現業は５年以降10年まで４分の５（15月で１号）、10年以降２分の３（18月で１号）で号俸加算。

＜新制度＞

関連する前歴については全て２分の２、それ以外（異種及び無職）の取扱いについては５年までは２分の２で、５年を超える期間は２分の３で号俸加算。

採用時には１年未満の端数月数を号俸加算せず、採用後最初の昇給時（１月１日）において、通常の勤務評価による昇給号俸数（標準４号俸）に、初任給決定時に切り捨てられた１年未満の端数月数分の号俸（３月につき１号俸）をプラスして昇給号俸数とする。
（例１）上級合格者が06年10月1日採用で、６月間の前職が100/100で換算される場合（勤務成績良好）－07年１月１日昇給日までの特例

同種期間　６月×100/100＝６月

経験換算年数は６月で、号俸加算は全ての期間が２分の２となり、２号俸の効果となる。ただし、４月１日採用者との均衡を図るため、06.10.１時点での採用時には１－25で初任給を決定する。最初の昇給期（07.１.１）において、２号俸分を加算し、勤務成績が良好な場合は経過月数３月＝１号俸とあわせて１－28に昇給する。

	


	（例２）中級合格者が、４月１日に採用され、前歴が同種期間３年、異種期間３年、さらに無職期間が２年ある場合のケースは、
　　　同種期間　３年×100/100＝３年＝12号俸　　　　　　　　　　　　　①
　　　異種期間　３年×80/100＝２年と４月24日 　　　　　　　　　　　　②
　　　無職期間　２年×50/100＝１年　　　　　　　　　　　　　　　　 　③
　　　異種・無職である期間の換算経験年数は
　　　　②＋③＝３年と４月24日
　　この分の号俸加算は５年以内なので３年と４月24日全ての期間が２分の２の号俸加算となる。（この場合５年を超える期間がある場合はその期間は２分の３）これは12号俸＋１号俸となる。

従って、他の職員との均衡を図る考え方から24号俸については初任給基準に加算し、残った１号俸については、最初の昇給期に加算する。

※　その他に中級又は短大卒の６月短縮や保健師及び保健師免許を有する看護師（６月短縮）、大卒看護師（３月）等の短縮措置については、初任給決定時の号俸に６月短縮は２号、３月短縮は１号加えて初任給決定する。
２　在職者調整の手法について

※　在職者調整は、原則国に準じて1996年度の採用者まで遡って行うこととなる。

　その手法としては2006.４.１において、「離職再採用方式」を取ることとする。

○　「離職再採用方式」手法について

　制度改正時点（2006.４.１）において、あらためて採用になったものとみなして、その時点以前の前歴を全て新制度で換算し直す方法をとり、現給と再計算を比較し再計算の方が有利に働く場合は再計算により得られた給与とする。

＜具体例＞

①　1993年４月１日～1996年３月３１日　　３年間　　高校卒業後家事手伝い＝無職

②　1996年４月１日～2003年３月３１日　　７年間　　民間企業（一般事務）

	③　2003年４月１日～現在　　　　　　　　 ３年間　　道職員（初給－行政職員）

の場合の調整の方法はどうなるのか

【旧制度の場合】

2003年４月１日での初任給

経験年数換算は①３年（36月）×５割＝18月＝１年６月

②７年（84月）×10割＝84月＝７年

合計８年６月が経験年数換算により得られた期間

号俸加算は５年まで2/2（12月で１号）、それ以上の期間は2/3（18月で１号）

５年＋３年６月（42月）の内、５年は５号俸、42月は２号と6/18＝４月の「７号俸４月」の号俸加算となる。

　よって、高卒初任給は1-8なので、５号で1-13、２級に昇格後２号で2-4、初任給短縮（６月）と端数４月で、2003年５月末で昇給要件を満たし、2003.7.1に2-5となる（次期昇給期2004.7）。３級昇格は2003.12月に要件（８年）を満たし、2004.1.1に３級昇格となる。

2003.4.1　2-4（初任給決定）

2003.7.1　2-5（昇給）

2004.1.1　3-2（昇格）

2004.7.1　3-3（昇給）

2005.7.1　3-4（昇給）

2006.4.1　2-16（切替）

2007.1.1　2-19（号俸抑制なし）

【新制度の場合】

経験年数換算は①３年（36月）×５割＝18月＝１年６月

　　　　　　　　②７年（84月）×10割＝84月＝７年

　　　　　　　　③３年（36月）×10割＝36月＝３年

合計11年６月が経験年数換算により得られた期間


	号俸加算は、制度改正により、②の期間全てが７年×2/2（１年で４号）＝28号と見られ、③の道職員であった期間も同様に３年×2/2（１年４号）＝12号、その他に５年までの期間は2/2なので、①も、１年６月×2/2（１年で４号）＝４号＋２号で加算されるので、全部で「44号俸＋２号俸」が号俸加算の結果となる。

※　高卒初任給は1-5、新２級昇格要件は８年なので、1-33→2-1に、残り16号俸を加えて2-17で再決定し、次期昇給期に残りの２号俸を措置する。（H18.4.1より初任給が１号＝4号下がり、H17.4.1より初任給調整も廃止）

H18.4.1　2-17（初任給再決定）

H19.1.1　2-22（３号俸＋２号俸）

◎　この結果を見ると、新制度における再計算が有利となる。


〔 要 求 〕
	２－（３）

⑤　年齢別最低保障賃金制度を確立すること。最低保障水準を標準入職者の９割以上とすること。
⑥　給料の調整額は、支給対象職種の拡大、調整数の改善を行うこと。


〔 解 説 〕
（１）わが国のような年功賃金が支配的な状況では、単一水準の賃金規則だけでは中途採用者、臨時職員などの賃金格差は解消されません。そのため、経験年数換算基準の改善、初任給の上位級初号制限の撤廃などの決定基準の改善とも大きな関わりをもってきますが、なおかつ年齢別に賃金を規制しようとするのが年齢別最低保障制度です。
（２）道本部は10数年来、年齢別最低保障制度の確立を要求し、現在は全道庁労連、都市職を中心として制度化を実現しています。しかし、水準については全体的に低く、また自治体ごとに著しい格差があり、要求としては前歴換算の同種10割・同種８割との関連もあり、40歳時点で標準入職者の90％と18歳100％を結んだ線の水準とし、最低統一指標とします。

また、この水準に到達している、あるいは道の水準の単組にあたっては、大衆討議を十分に行い45歳95％などを要求することとします。
年齢別最低保障制度の確立により18歳100％、40歳90％で標準入職者ラインの90％に設定されていても、10％格差（30,000円前後）がつくことになり、生涯にわたって格差賃金差別のもとにおかれることになります。
この解決のためには、中途採用者の在職者調整を要求し、一定年数経験（５年程度）後には標準入植者の90％、または３号下位前後まで引き上げていくことを特別昇給制度の活用等により獲得していくことが大切です。
（３）給料の調整額は、給料の一部として「勤務条件が同じ職務の級に属する他の官職に比して、著しく特殊な官職を占める職員」に支給されています。支給額の算出方法は、＜調整基本額×調整数（１～６）＞となっており、調整基本額は概ね各給料表の級毎に定額が定められています。この定額は各給料表のまた、06年の給与制度見直し以降、09年度までは一定の経過措置が取られています。支給対象となる「著しく特殊な官職」として、国の場合は①伝染病等・重障者・精神・結核等の診療所の看護師、医師等②矯正施設の薬剤師、看護師等③児童自立支援施設・知的障害児施設・身障公正施設等の福祉施設の保育士・看護師・寮母等④大学院の教官・助手、養護学校の校長・教頭・教諭等⑤航空管制官⑥船舶乗組員⑦麻薬取締官⑧研究機関等の放射線取扱者、等に適用されています。国にない機関として地公では保健所勤務の放射線技師等に適用されています。
〔要　求〕
	２－（４）昇給・昇格基準等について、以下のとおり改善すること。

①　賃金水準の改善にあたっては、国公行政職（一）表水準で最低次の年齢別ポイント級号俸以上とすること。
18歳1－14（155,800円）、22歳1－33（190,200円）、30歳3-13（245,000円）

35歳3－40（292,300円）、40歳4－43（343,600円）


〔解　説〕
（１）自治労の賃金到達目標の考え方
①　自治労の賃金要求の基本は、生活保障の原則と同一価値労働・同一賃金、社会的横断賃金の形成、賃金格差の解消、賃金水準の底上げをめざす考え方です。2006年度以降の賃金闘争では、給与制度見直しで生じた給料表（給料月額）▲4.8％の回復をめざして取り組んできましたが、厳しい到達状況となっています。また、当時は約６割の自治体で財政状況などを理由とした賃金カットが進められており、賃金水準に格差やバラツキが生じる事態となっていました。

②　このため、自治労は「新たな賃金到達目標」を2009年から2010年にかけて議論を行い、ア）社会的横断賃金の形成、賃金格差の解消、賃金水準の底上げをはかる自治労の賃金要求の考え方を基本とする、イ）特例条例による賃金カット、ウ）06給与構造改革により生じた給料月額▲4.8％の回復をめざす額として新たに設定したところです。具体的な賃金額は、2011年調査の実在者賃金の中央値に1.06を乗じて得た額とすることとしました。この1.06の数値の根拠は、特例条例による平均カット率1.2％（2011年賃金実態調査の一般行政職の基本給平均カット率）の回復と2006給与構造改革による俸給表平均4.8％引き下げを合計した６％分の賃金回復を見込んだ目標としています。2014年人勧平均２％の俸給表引下げとなったこと、また2015年人勧でも平均0.4％の引き上げとなったことから実態値の号俸にあわせて到達目標の数値を引き上げています。

また、この目標は、30歳、35歳、40歳という年齢ポイントごとに示すもので、2005年水準に回復させるものであり、一定のミニマム基準としつつ、各地域による上乗せを可能としていくものとしているところです。
（２）道本部の考え方
①　このような自治労本部の検討内容を踏まえ、道本部として、さらに若年層職員の給与水準については、時間給1,000円とする最低賃金を確保するように、一部調整をかけて要求項目のような目標を掲げて賃金水準の改善を求めているところです。
②　国の級別資格基準（必要在級年数）は、１級８年・２級４年・３級４年・４級２年計18年で５級到達要件を満たすこととなっていますが、国家公務員の場合は級別定数があり、自動的な昇格が可能な仕組みではないため、様々な官職の発令を元に上位級へ昇格させています。また、各自治体の上位級への昇格の必要在級年数はそれぞれの自治体で異なっていますが、給与制度見直しにおける級の統合・再編にともない、いずれにしても昇格基準が必要です。規則を改正しなければなりませんので、その際、旧３級（２級）、旧６級（４級）に昇格する基準（標準到達年齢）を前倒し、５級昇格をできるだけ、早める必要があります。

③　国公給与の臨時特例減額に準じた地公給与削減要請にも用いられるなど自治体の給与水準をめぐって、いろいろと議論になっているのが、ラスパイレス指数の課題です。これは国家公務員を100とした場合に自治体職員の賃金水準がどの水準にあるのかという指数ですが、総務省の集計によると2014年４月現在で自治体のラス指数については98.9（2013年106.9）となっています。北海道においては、北海道と札幌市を除いた自治体では平均96.4（2013年104.3）であり、全国平均を下回っているのが実態です。2013年の指数が高いのは、国公の臨時特例減額の影響です。
　ラス指数の問題点は、国家公務員と比較するうえで、自治体職員の実態として低い学歴の職員が高位級へ到達している場合に高く出る傾向があることから、賃金水準を適正に把握できる指数とは考えにくいものです。また、広域異動手当など比較対象とならない手当もあるばかりでなく、自治体においては全体のパイが少ない中で変動の要素が大きい指数でもあり、地方６団体も「諸手当も含めて比較すべき」と問題指摘を総務省に対して行うなど、ラス比較による水準議論は極めて疑問です。よって、ラス指数を理由とした賃金合理化課題については、これらの点を当局と共通の認識に立って、具体的な対応策を協議する必要があります。

〔 要 求 〕
	２－（４）

②　級別の格付け基準など昇格・昇給基準を短縮・改善することとし、最低非役付職員の国公行政職（一）表５級到達を実現すること（具体的には、１級在級８年、２級在級４年、３級在級４年、４級在級２年）。また、医療職（二）（三）表など他の給料表も同一水準以上で取り扱うこと。


〔 解 説 〕
（１）現状では、独自の昇格基準をもっている自治体が多く、また国と同一には昇格しない実態にあります。国の場合は一職一級制を建て前とし、昇格の条件は、第１に級別定数に欠員があること、第２に級別資格基準表に定める在級年数など資格要件を満たしていることです。自治体では、第１の級別定数の条件はなく、また、級別資格基準も旧来の通し号俸制賃金表の経過から、国と同一に扱えない実態があります。

（２）したがって、自治体における昇格基準は、あくまでも団体交渉による決定が基本となります。とりわけ自治体では地公企労法適用職員が多いことから、第７条（団体交渉事項）にいう「賃金、昇職、降職は団体交渉事項である」ことを重視し、当局に一方的な昇格基準を策定させないたたかいが必要です。

また、国公の場合は一職一級制を建て前とすることになっていますが、給与構造改革以降は、地域給与の導入と同時に、人事評価による昇給・昇格の仕組みを原則としているところです。地方公務員へはまだまだ新たな人事評価制度の導入は広まってはいませんが、徐々に検討を開始している自治体が増えてきています。

（３）私たちは、公務員賃金が基本的に生活給を建て前として存在しており、これまでの賃金闘争の歴史の中で、「４級（旧６級）以上は職務級の要素を持つとしても、それ以前の等級は生活給要素が大半を占める」ことを確認してきています。したがって、最低限５級水準到達を原則に、必要在級年数については経過年数（号俸）として、一定号俸で上位級に昇格させていくことを要求します。その際、総務省の「わたり調査」にあったように、国の格付け基準を超える格付けを行い、職務上の理由を付けることができない場合は全て「わたり」と定義されるような攻撃もあるため、職務職階を前提とした理屈付けも一方で必要なことは改めて確認する必要があります。

（４）５級以上到達は、６級制の下でも十分可能ですが、給料表については６級制を採用しているところが多く、当局が上位の職がつまることを理由に難色を示すことが多い状況となっています。そういう場合は、合わせて、７級制の導入を求めていくことも必要です。

５級への到達年数（各級の昇格基準）について、国公の級別資格基準は次の通りとなっています。

	
	１級
	２級
	３級
	４級
	５級

	高卒
	８年
	４年
	４年
	２年
	２年

	大卒
	３年
	４年
	４年
	２年
	２年


（５）人事院規則では、「同一級に１年以上在級しなければ次の級に昇格できない」とありますが、これは逆に読めば、「同一級に１年以上在級すれば昇格が可能である」となります。

また、勤務成績が特に良好な場合は、この級別資格基準年数の８割を満たせば良いとも言われております。いずれにしても昇格基準については、首長の裁量で決定できるものであり、これらのことも活用しながら、できるだけ短期間での昇格をめざすことが必要です。

道本部としてのモデルでは、国家公務員並みの「18年」（高卒）での５級到達を目標に設定しています。

〔 要 求 〕
	２－（４）

③　現業・非現業の昇格・昇給基準の差別を廃止し、非現業と同一取り扱いとすること。また、行政職（二）表は導入しないこと。また、初任給格付けおよび昇給・昇格差別を廃止し、すべて、非現業と同一取り扱いとすること。


（１）同じ自治体で働く労働者である以上は、職種や性別を問わず賃金をはじめ、すべての労働条件は同一の制度、基準が適用され運用がはかられるべきであることは言うまでもありません。しかし、「新地方行政改革指針」においては、「技能労務職員、公営企業職員の給与の適正化」をうたっており、「国家公務員と同様に行（二）表を適用すべき」と言っています。

さらに、2008年４月に総務省に設置された「技能労務職員の給与に関わる基本的考え方に関する研究会」は、８月22日に中間取りまとめを公表しました。研究会の議事録については、十分に公表されていない上に、自治体の技能労務職員の給与水準が高い理由について、一般行政職員の職員団体と一体となって交渉していること、また、同時並行的に行っていることなどを理由に掲げ、労使交渉や労使関係のあり方にも干渉する内容となっており、極めて不当性が高い内容です。このような情勢を全組合員がしっかり認識し合って要求・交渉を強めていくことが重要です。

（２）現在、道内各自治体の現業（技能・業務）職員の賃金は、長年のたたかいによってごく一部を除き行（一）表を適用していますが、到達級の制限、初任給格付けでの差別などにより、非現業職員との間に大きな賃金格差が生じています。特に、中途採用が多く、極めて低い初任給から出発し、到達級も低位級にとどまるため勤続年数が増えても在職する同一年齢職員との賃金格差が改善されない実態に置かれています。私たちは、現業・非現業の差別賃金表である行（二）表の撤廃はもちろん、行（一）表内における現業職員の賃金差別を克服していくため、①初任給基準の改善（中途採用者の初任給改善については２－（３）④の解説を参照）、②年齢別最低保証賃金制度の確立、加えて③それらの改善内容に基づく全職員を対象とする在職者調整の実施を基本要求とし、現業差別賃金を打破していくことが必要です。

道本部各単組において、一般・技能・労務のすべての職種で４級水準以上が確保できているわけではありません。一般・技能４級で労務が３級以下、一般４級で技能・労務が３級以下などの単組も多数存在しています。極端なところでは一般と労務の差が２級（一般４級、労務２級どまり）も開いているところもあります。

（３）さらには、初任給の決定を、一般職より一号下位に置くなど、出発時の差別、技能と労務の差別、級別経過（在級）年数の差別など多くの問題を抱えていることから、今回の中途採用者における初任給決定の改善と一緒に、現業・非現業の格差解消に向けて一つひとつ差別要因を取り除いていくことが必要です。
（４）2014人勧の「給与制度の総合的見直し」では、勧告はさせませんでしたが、当初、2013年の報告段階で検討項目４点のうち「職務や勤務実績に応じた給与」の項目の中で「技能・労務職員の給与の在り方」についても言及されていました。2013年の人事院民間調査では調査対象産業が拡大され、官民比較にはほとんど影響が無いと判断できますが、技能・労務関係職種に関して、人事院は「民間における技能・労務職員の給与水準を考慮した見直しを検討する必要がある」としています。結果として給与水準に関するデータが少ないうえに、勤務地域の違い等による差が大きく行（二）適用職員の給与水準の指標となる具体的な数値を得ることが出来ず、勧告は見送られましたが、引き続き検討するとされています。
しかし、そもそも行政職（二）表は水準自体が低く、昇格も制限されている実態にあることや、官民比較に際しても退職不補充の影響から部下要件が満たされない状況があるなど、民間水準を理由とすること自体に問題があることは明らかです。
〔 要 求 〕
	２－（４）

④　給与構造改革および給与制度の総合的見直しにともなう昇給号俸の抑制については、抑制した全号俸を復元すること。


〔 解 説 〕
（１） 2005人事院勧告では、経過措置として2010年まで昇給幅を１号俸抑制する措置がとられましたが、これは、国に新設された地域手当等の新たな諸手当の原資を生み出すものであり、地方にはなじまないものです。給与構造改革が、2009年度をもって一定の区切りとなったため、人事院は、2011年４月にかけて現給保障が段階的に解消されることに伴って生じる2010年度分の制度改正原資を活用して、民間より給与水準が下回っている傾向がみられる職員層、具体的には2011年４月1日において43歳に満たない職員のうち、2010年１月１日に昇給抑制を受けた職員について、これまで抑制されてきた昇給を回復するため、2011年４月1日に１号俸上位調整することを勧告しました。

　また、2011年人事院勧告において、給与構造改革に伴う現給保障措置の廃止を2013年までに行うことを勧告し、それらの給与原資を若年層・中堅層職員を中心にして、同様な手法を用いて水準を改善する方法を勧告しました。2012年人事院勧告では2013年４月１日昇給回復においては同日で31歳以上38歳未満の職員を対象に最大１号俸回復する勧告がされています。

　2013年人事院報告では2014年４月１日昇給回復においては同日で31歳以上39歳未満の職員を対象に最大１号俸回復するとされました。
　この措置は給与構造改革の経過期間中に昇給号俸の抑制を行わなかった単組には基本的に適用しませんが、民間給与に比例し、若年層が依然として低位水準にあることを理由に、要求を強める必要があります。
（２）2014年人事院勧告で給与制度の総合的見直しが勧告されましたが、見直しによる手当の引き上げ原資を捻出するために、2015年１月１日昇給の１号抑制措置が取られました。総合的見直しを2015年４月から導入せざるを得なかった単組でも多くは１号抑制措置が取られていませんが、25単組で抑制がされています。2015人事院勧告では１号抑制の復元には言及されていませんが、抑制による原資の使い道などはっきりと当局説明を求め、仮に国家公務員同様の取り扱いに固執するのであれば、地公において支給できない手当分を別な形で措置するよう求めるなど、強固な姿勢で復元にむけた協議を行う必要があります。
　　＜2014（平成26）年４月１日現在における回復の状況＞




　　




●昇給１号抑制　　　　　　　（給与構造改革時）
	
	都市
	町村
	合計

	１号抑制なし
	29
	84
	113

	１号抑制あり
	4
	35
	39

	計
	33
	119
	152


〔 要 求 〕
	２－（４）

⑤　４号俸を超える昇給は、８号俸５％、６号俸20％に相当する原資を確保し、従前の特別昇給による運用を実施すること。実施にあたっては、差別取り扱いを排除し、全職員を対象に公平・平等に取り扱うこと。また、給与の不均衡是正実施の原資として確保すること。


〔 解 説 〕
（１）国は普通昇給、特別昇給を廃止して、勤務実績に基づく５段階昇給制度を設けました。３年間の試行期間を経て、2009年には一般職も含め、新人事評価制度がスタートしました。道内においては2013年12月１日時点での調査（166自治体が回答）では、一部の職員に限定したものも含めて13自治体で導入がされています。また、試行中は22自治体、検討中は26自治体という状況となっています。しかし、勤勉手当の成績率については132自治体で一律0.675月の運用を行っています。したがって、これまでどおりそれぞれの自治体の「定期昇給」「特別昇給」「勤勉手当」の「基準」にそって、４分割後の新たな給料表で運用していく。つまり、８（旧２号俸相当）号俸５％、６号俸（旧1.5号俸相当）20％ということは、合わせれば従来どおりの「15％特別昇給原資」となんら変わりませんので、従前どおり実施することを求めます。特別昇給が凍結・未実施の単組は、特別昇給原資の復活と凍結解除・実施を要求します。
〔要　求〕
	２－（５）諸手当等について以下のとおり改善すること。
①　扶養手当については、血族要件を廃止するとともに、支給額、支給方法を改善すること。


〔解　説〕
（１）扶養手当を夫婦のどちらかが取得するかは家庭内の問題であり、「私的な選択」です。このことを制度的に一方の性に誘導することは男女差別にあたります。扶養手当を男性のみに支払うのは明確な労基法４条「男女同一賃金の原則」違反であり、すぐに是正が必要です。手当の支給対象者が「世帯主」「主たる生計の維持者（夫婦で収入が多い方）」などの場合です。これはらは性別が直接の基準になっていませんが、日本では住民票上の世帯主は夫が多く、男女間の賃金格差もあり収入が高いのは夫というケースが多数を占めます。基準が一見中立的でも実際には片方の性に不利な結果をもたらすのは「間接差別」です。

具体的取り組みとしては、扶養手当の支給基準から「世帯主」「主たる生計の維持者」「社会通念上の扶養者」を削除し、申請した者が認められるようにしていくことが必要です。

また、女性が申請する場合だけ、夫の収入証明などを求めるケースがありますが、これも取扱い上の男女差別にあたります。基準から「世帯主」「主たる生計の維持者」を削除し、性別、世帯主、収入の多寡にかかわらず、申請をした者が認められるようにすることが必要です。

また、配偶者と子等の支給額の格差、さらには血族要件の廃止に向けた取り組みについても強化することとします。
※血族要件について

　給与法上の配偶者以外の扶養親族は重度心身障害者の場合を除き、血族または法定血族（養子・養親）であると解されています。したがって、配偶者の父母は扶養親族の範囲には含まれないことになります。
〔要　求〕
	２－（５）

②　住居手当は、支給範囲を拡大し、借家・借間についての改善を行うこと。また、自宅所有者については、定住促進のため措置されてきた経過を踏まえ、今までどおり支給すること。


〔解　説〕
 (１) 自宅に係る住居手当については、03人事院勧告において６年目以降の月額1,000円の手当は廃止し、新築・購入後５年間（2,500円）に限定して支援することとなりました。また、07人事院勧告において「自宅に係る住居手当の廃止も含め見直しに着手」することが報告され、さらに、08人事院勧告では2007年以上に言及した形で「自宅に係る住居手当は来年の勧告に向けて廃止を検討」することが明言され、09人事院勧告において官民較差がマイナスであり、手当にもマイナス配分する必要があるとの考えのもとに廃止が勧告されました。廃止の理由としては「財形持家個人融資の利用者が大幅に減少し、措置しておく必要性が認められないことから」としています。
（２）自宅に係る住居手当については、国家公務員と地方公務員の人事政策が異なるため、住宅政策自体も基本的に異なっています。国家公務員は住居の移転を伴う全国異動が行われ、宿舎が充実していることにより、自宅を購入する年齢が相当高い傾向にあるのに対して、地方公務員は異動が少なく、宿舎等も整備されていないこと、持家政策を基本として進めてきており、自宅所有者の住居手当についても借家・借間との均衡を考慮して支給してきたという経緯にあります。
（３）要求書では額を入れていませんが、これは、公務員連絡会・自治労でも地域間格差があまりにも大きいこと、持家の率、利子補給の実態など、地域間・自治体間に大きな格差があり、全国的にも要求が統一されておらず、道本部としても道内的に統一することは困難との判断から要求額については統一せず、地域の実態に見合った要求として単組ごとに決定することとします。また、廃止とされた単組について支給の理由付けや地域の民間の支給水準、支給企業数など具体的に調査を行わせるなど、制度の復活にむけた取り組みを進めます。

（４）北海道内の状況は2014年４月現在、122自治体が自宅所有者の住居手当制度を継続しています。また、廃止とした自治体は56自治体となりましたが、７自治体では経過措置期間中です。
　　　ラスパイレス指数の公表とあわせて自宅に係る住居手当制度が残っている自治体についても恣意的に公表され、その約３割が北海道の自治体であることも明らかにされています。また、2014年の札幌市人事委員会勧告で廃止勧告がされるなど、厳しい情勢にあります。
しかし、自宅所有者の住居手当は国家公務員の住宅政策の違いから、国家公務員には措置されなくとも地方公務員には必要があるという主張を引き続き行うとともに、民間企業における同種手当の支給状況や金額なども参考にして、制度を守るたたかいを継続していきます。
また、自宅住居手当を制度上残していても、特別交付税が減額の対象となっていないことも毎年の総務省交渉の中で明らかとなっています。
従って、引き続き自宅住居手当を支給させるよう各単組において取り組みを強化するとともに、人勧どおりという理由のみで廃止が強行された単組においては、改めて、要求根拠を明確にしてこの春闘期で要求するなど、復元を求めていく必要があります。

住宅手当の支給状況(平成25年　人事院の職種別民間給与実態調査より)

ア　支給・非支給別事業所の割合
	企業規模
項　目
	

	
	規模計
	５００人以上
	１００人以上
５００人未満
	　５０人以上
１００人未満

	支給・非支給の別
	支給
	　48.9 
	％
	　52.3 
	％
	　52.1 
	％
	　42.6 
	％

	
	非支給
	51.1 
	
	47.7 
	
	47.9
	
	57.4
	

	借家・借間、自宅
に対する支給状況
	借家・借間
	95.5
	
	95.8
	
	96.2
	
	94.1
	

	
	自宅(持家)
	73.2
	
	70.6
	
	73.6
	
	73.8
	


（注）１　借家・借間、自宅に対する支給状況は、住宅手当を支給する事業所数を100とした割合で
　　　　ある。
　　　２　本店事業所数ウエイトを用いて算出した割合である。（次表において同じ。）
イ　借家・借間に対する手当の支給形態及び手当額の決定要素
	企業規模
　
支給形態等
	

	
	規模計
	５００人以上
	１００人以上
５００人未満
	　５０人以上
１００人未満

	一律定額
	21.4
	％
	11.3
	％
	20.5
	％
	28.7
	％

	一律定額以外
	78.6
	
	88.7
	
	79.5
	
	71.3
	

	
	手当額の決定要素
	家賃額
	(27.3)
	
	(27.9)
	
	(28.8)
	
	(23.8)
	

	
	
	役職・資格段階
	(12.6)
	
	(19.6)
	
	(12.0)
	
	(9.2)
	

	
	
	世帯主
	(46.2)
	
	(48.8)
	
	(47.3)
	
	(42.3)
	

	
	
	扶養家族の有無
	(62.2)
	
	(68.8)
	
	(62.5)
	
	(57.3)
	

	
	
	事業所の所在地
	(9.5)
	
	(20.2)
	
	(8.9)
	
	(3.9)
	

	
	
	居住地
	(11.0)
	
	(20.5)
	
	(10.1)
	
	(6.5)
	

	
	
	その他
	(16.2)
	
	(15.3)
	
	(16.3)
	
	(16.7)
	


（注）１　支給形態は、借家・借間に対する手当を支給する事業所数を100とした割合である。
２　（　）内は、一律定額以外の事業所数を100とした割合である（複数回答）。
〔要　求〕
	２－（５）

③　通勤手当は全額実費支給とし、非課税とすること。


〔解　説〕
（１）通勤費は本来「労働力の運搬経費」であり、実費支給的性格が強いものです。よって、必要経費としての交通・通信費に入るべきもので、賃金という性格は薄いと考えたほうが自然です。なぜなら通勤手当は自由に処分できる収入ではなく、節約することが不可能な経費だからです。
（２）この通勤費は、2005年から人事院勧告の際の官民比較の対象給与外となりましたが、最高限度額が96人事院勧告で5,000円引き上げられ50,000円、03人事院勧告でさらに5,000円引き下げられ55,000円となって以降改善がありませんので、早急に全額実費支給とさせなければなりません。
（３）交通用具使用者についても、自動車、バイク、自転車などの購入経費の上昇や、維持費（補修費、保険料、駐車料等）の値上がりの実態、また、ガソリン価格の実態に合わせて、額についても改善させることとします。また、2014人事院勧告で交通用具使用者の通勤手当が最大7,100円引上げ勧告がされました。各自治体においては現在の制度内容を把握し、2014人勧を下回る場合には国に遅れることなく、改善するよう求めます。
※「全額支給」はどの程度まで想定されるのか

　現行の通勤手当における支給限度額は社会通念上、通勤圏内と考えられる距離からの通勤に対応しています。

　交通機関等を利用する職員の場合、定期券（最長期間の定期券）支給されていますが、定期券がなく回数券を使用している者が休日出勤をして、振替休日を指定することが出来ない場合は、休日に出勤した日の通勤費を請求することとなります。実際に道職員の場合、特別急行列車等の利用者には特急料金の1/2（20,000円上限）となっています。

●2014勧告における改善

交通用具使用者に係る通勤手当について、使用距離の区分に応じ100円から7,100円までの幅で引き上げ。
	使用距離
	改正前
	改正後
	増減

	5㎞未満
	2,000円
	2,000円
	0

	5㎞以上10㎞未満
	4,100円
	4,200円
	100

	10㎞以上15㎞未満
	6,500円
	7,100円
	600

	15㎞以上20㎞未満
	8,900円
	10,000円
	1,100

	20㎞以上25㎞未満
	11,300円
	12,900円
	1,600

	25㎞以上30㎞未満
	13,700円
	15,800円
	2,100

	30㎞以上35㎞未満
	16,100円
	18,700円
	2,600

	35㎞以上40㎞未満
	18,500円
	21,600円
	3,100

	40㎞以上45㎞未満
	20,900円
	24,400円
	3,500

	45㎞以上50㎞未満
	21,800円
	26,200円
	4,400

	50㎞以上55㎞未満
	22,700円
	28,000円
	5,300

	55㎞以上60㎞未満
	23,600円
	29,800円
	6,200

	60㎞以上
	24,500円
	31,600円
	7,100


〔要　求〕
	２－（５）

④　離島など生活の不便な地域に勤務する職員に対し、特地勤務手当を支給すること。


〔解　説〕
（１）この特地勤務手当は1970年の改正により遠隔地手当の性格および名称を変更したもので、離島など生活不便の地域に勤務する職員に対し、その不便度に応じ本俸および扶養手当を算定基礎額にし、４％から25％の支給割合のうち２分の１は定額（採用・異動時の額で固定）、残る２分の１は定率で支給され、さらにこれらの地域に住居を移転して移動した場合には、級地・年数に応じて２～５％の「特地勤務手当に準ずる手当」が加算されます（97人勧で改訂）。
（２）ところがこの手当は、国家公務員および都道府県の職員には支給されますが、同じ地域に勤務する市町村職員にはまったく支給されません。それは法令上の根拠があるのではなく、国が財政上の措置をしていないことに唯一の原因があります。生活不便度を基本とする手当である以上、同一地域に勤務し、生活する国家公務員又は都道府県職員と市町村職員を区別する根拠がありませんし、総務省は「市町村職員に特地勤務手当を支給することは、現行制度上、違法とはいえないが、この手当の趣旨がへき地赴任者に対する慰謝料的性格をもつものであるから、異動の可能性のない市町村職員に支給することは適当でない」との態度をとっています。しかし1970年改正で赴任者にたいして「準ずる手当」が加算される措置がとられたこと、国や県は現地採用者にも同手当の支給があることから、総務省の主張は矛盾しており、この手当に関するかぎり国に準ずるとの指導方針を完全に放棄しています。

　
〔要　求〕
	２－（５）

⑤　時間外勤務手当はl00分の150(深夜100分の200)、休日勤務手当はl00分の200とし、夜間勤務手当は100分の50に支給率の改善をはかること。特に月45時間以上の割増率の引き上げを行うこと。また、時間外勤務手当月60時間超の法定休日の取り扱いについては、国と同様に算定時間に含めること。


〔解　説〕
（１）日本の長時間労働を年間1,800時間を目標に短縮していくためには、超過勤務（時間外・休日労働）時間を縮減していくことが、第１の課題であることはいうまでもありません。一方日本の超過勤務手当は欧米各国に比べて極端に低い水準にあり、民間を中心に近年引き上げのたたかいが強化され一部の大手民間では率の改善が行われています。

超勤が恒常化している場合、超勤手当がともすると労働者の生活給化しがちですが超勤手当の引き上げは超勤を減らしても手当収入が維持されることになり、結果として超勤時間の縮減につながります。また、使用者にとっても、手当の引き上げが人件費コストの増嵩になるため超勤を減らそうとの志向が強まることとなります。
（２）2008年12月の時間外労働の割増賃金率等に関する労働基準法の改正を踏まえ、2009人事院勧告において月60時間を超える超過勤務（日曜日又はこれに相当する日の勤務を除く。）に係る超過勤務手当の支給割合を100分の150に引き上げるとともに、当該支給割合と本来の支給割合との差額分の支給に代えて正規の勤務時間においても勤務することを要しない日又は時間（代替休）を指定することができる制度を新設することとなりました。

2010人事院勧告では、月60時間の積算に係わる法定休日の労働時間の扱いの調査によれば、月60時間を超える時間外労働の割増賃金率を引き上げた企業のうち、法定休日の労働時間を積算に含めるとした事業所の従業員割合は60.1％となります。人事院はこの調査結果を踏まえ、公務においても月60時間の超過勤務時間の積算の基礎に日曜日又はこれに相当する日の勤務時間を含めることとし、2011年度から実施することとなりましたので、国と同様に見直しを求めていきます。

（３）また、2010年４月１日施行の労働基準法改正のなかで、「時間外労働限度基準告示の改正」として、限度時間を超える時間外労働の抑制のため、特別条項付き協定を締結する場合、限度時間を超える部分の割増賃金率を定めること、その率を25％超とするよう努めること、限度時間を超える時間外労働をできる限り短くするよう努めることとしました。つまり、一般労働者の場合、１月45時間以上60時間未満の時間外労働が「（割増率）25%を超える率とする努力義務」とされた経緯がありましたので、自治労として新たに要求事項として掲げています。
（４）また、超勤（時間外・休日勤務）手当の支給にあたっては、その基礎となる１時間当たりの単価計算方法が労働基準法、及び、同法施行規則などによって定められています。労基法が適用される地方公務員の場合も最低基準として、当然これに基づき次の方法で単価計算されなければなりませんし、(旧)自治省や道もそれを認めています。2009年４月以降の国家公務員の勤務時間短縮において、所定勤務時間７時間45分を超える勤務に対しては、時間外割増賃金率が適用されますので、この点も踏まえて制度改正を求める必要があります。
	ア　超勤割増賃金の基礎となる１時間当たりの賃金は、労基法と同法施行規則に基づき、基本給（本俸）に除外が認められている諸手当等（家族手当、通勤手当、別居手当、子女教育手当、臨時に支払われた賃金、１ヵ月を超える期間ごとに支払われた賃金）に含まれない、調整手当、住居手当、定例的に支払われる特殊勤務手当などを加えた合計額とすること。
イ　また、上記割増賃金計算のため年間労働時間は、「週の労働時間（条例・規則で定める）×52週」から「祝祭日、年末年始休暇などあらかじめ条例で休日に定められた日数分の時間をのぞいて」算出すること。
※　労働基準法第37条及び同法施行規則第19、21条に基づく１時間当たりの単価算出計算例
　（分子）　　　　（本俸＋調整手当＋住居手当＋特殊勤務手当等）×12ヵ月
　（分母）　（週の労働時間×52週）－｛（祝祭日＋年末年始休暇）×１日の時間｝

注①　なお、初任給調整手、農林漁業改良普及手当、特地勤務手当が支給されている場合は、これらも分子（　）内に加えて算出する。
注②　国公の場合は、（本俸＋調整手当）×12ヵ月／（週実労働時間×52週）となっており、ほとんどの自治体でも現在この扱いになっている。

	※　単価計算の分子となる諸手当は、メリットに個人差を伴うが、「分母」となる時間計算は全職員一律にメリットがあることを重視して取り組むこと。


（５）1999年の労基法「改正」の一つとして、経営側から強い要望があり、割増賃金の算定基礎から「住宅手当が除外できる」こととなりました。しかし、住宅手当という名前が付いているだけで、割増賃金の算定基礎から除外できるわけではなく、次のように、その範囲は厳しく制限されています。

住宅手当は具体的には、「住宅に要する費用に応じて算定される手当」をいうとされ、単に名称だけではなく、その実質によって判断するとされています（1999・３・31　基発第170号）。

「住宅に要する費用」については、賃貸住宅の場合は、家賃など居住に必要な住宅の貸借のために必要な費用、持ち家の場合は、居住に必要な住宅の購入、管理などのために必要な費用が該当するとされています。

これに該当する場合、つまり住宅に要する費用についての補助であると認められても、もう１つの条件をクリアしなければ、除外できる住宅手当とは認められません。すなわち、その費用に応じて算定される手当であることです。

「費用に応じた算定」とは、費用に定率を乗じた額を支給している場合や費用を段階的に区分し、費用が増えるに従って額を多くする場合を言います。

住宅に要する費用に定率を乗じた額を支給していると認められるのは、例えば賃貸住宅居住者に家賃の一定割合を支給する場合や、持ち家居住者にローン月額の一定割合を支給する場合が該当します。

住宅に要する費用を段階的に区分し、費用が増えるに従って額を多くして支給していると認められるのは、例えば家賃月額５～10万円の者に２万円、家賃月額10万円を超える者に３万円を支給する場合などが該当します。

一方、次のような手当は、住宅手当に該当しないと解釈されています。
①　住宅の形態ごとに一定に定額で支給するもの
→例えば賃貸住宅居住者に２万円、持ち家居住者に１万円を支給するなど、実際に住宅にかかる費用に関係なく、支給額が住宅の形態によって決まるもの
②　住宅以外の要素に応じて定率または定額で支給するもの
→例えば扶養家族がある者には２万円、扶養家族がない者には１万円を支給するなど、支給額が、実際に住宅にかかる費用以外の要素で決まるもの
③　全員に一律に定額で支給するもの

　以上のように、割増賃金の算定基礎となる賃金から除外できる住宅手当とは、個々の労働者の住宅にかかる費用に応じて、支給額が決定されるものということになります。

　ただし、一見制度上は住宅にかかる費用に応じて額が決定されているように見えても、実際は、定額支払いとなっているものは、割増賃金の算定基礎となる賃金から除外できる住宅手当には該当しないと考えられます。

　例えば、一応制度上は家賃が２万円以下の場合は１万円、家賃が２万円を超える場合は２万円という区分を設けているが、実際は、１万円の住宅手当ての支給者はほとんどおらず、結局は全員に２万円を支給しているという場合などです。

　このように、割増賃金の算定基礎となる賃金から除外できる住宅手当かどうかは、あくまで実質で判断されることに注意しなければなりません。
〔要　求〕
	２－（５）

⑥　宿日直を廃止すること。当面、その回数を減らすとともに宿日直手当を大幅に増額すること。


〔解　説〕
（１）宿日直手当は、99人事院勧告で一般の宿日直が200円上がって4,200円となり、その他業務当直が最高7,200円にそれぞれ引き上げられました。特に役所（場）庁舎の宿日直は職員の交替制で行われている自治体が今日なお多く存在していますが、週休２日が進んだことで日直の回数が増えるなどの課題が拡大しています。宿直そのものの全廃は困難ですが宿日直専門職員の配置等を含めて当面は回数減を要求します。同時に、「ゆとり」が優先される状況のなかでせっかくの休日や勤務終了後の貴重な時間を制約されるわけですから、現行の手当ではきわめて不十分であり、大幅な増額を要求するものです。
〔要　求〕
	２－（５）

⑦　管理職員特別勤務手当は一部特定職員のみの優遇措置であり、この手当は制度化および運用しないこと。


〔解　説〕
（１）管理職員特別勤務手当は、91年人事院勧告において新設された「俸給の特別調整額６種」（課長補佐クラス＝８％）適用者が、時間外勤務手当の併設がなされることとの均衡から、新たに設けられたものです。俸給の特別調整額１～５種適用者と指定職を対象に「臨時または緊急の必要等により週休日または祝日法による休日等もしくは年末年始の休日等に勤務した場合」に支給されるものです。
　　　昨年勧告された給与制度の総合的見直しでは、平日深夜の勤務にも適用が拡大され、支給額も増額されています。
そもそも、俸給の特別調整額（管理職手当）自体、時間外勤務手当相当分を含む性格を有しており、この新たな管理職員特別勤務手当は、「屋上屋を架す」管理職優遇の制度です。

各自治体への導入にあたっては、認めない立場で、また、すでに導入されている自治体にあってもこの制度の運用にあたって厳重な監視を行っていく取り組みが必要です。

〔 要 求 〕
	２－（６）財政危機を理由とした独自の給与削減はおこなわないこと。


〔 解 説 〕
（１）独自削減実施自治体は、民主党政権時に地方財政計画の見通しにおいて地方交付税の総額確保がはかられてきたことから、ピーク時の117単組（自治体数）64％から54単組（自治体数）33％（2013年４月１日現在）となり、2015年４月１日には27単組（自治体数）15％まで減少しています。そもそも、財政事情による給与の独自削減は勧告とは別の臨時的緊急的な措置であり、恒常的に実施することは勧告制度の否定につながるものです。2015年度以降も地方交付税を利用した総人件費削減が予想されるなかで、引き続き一方的な実施に反対し、十分な労使交渉と財政見通しの明示などを求め、同時に長期間続いている単組は、削減実施期間を明示させる等の対応が必要です。
●独自削減の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年４月１日現在）
	
	2007
	2008
	2009
	2010
	2011
	2012
	2013
	2014
	2015

	給　料
	48
	57
	44
	36
	34
	32
	28
	25
	9

	給料＋一時金
	29
	26
	30
	23
	13
	7
	4
	4
	3

	一時金
	21
	17
	16
	8
	4
	2
	2
	0
	0

	その他
	18
	17
	22
	25
	22
	22
	21
	21
	15

	合　計
	116
	117
	112
	92
	73
	63
	55
	50
	27

	比率
	60％
	64％
	64％
	62％
	51％
	35％
	31％
	28％
	15％

	未実施
	73
	65
	64
	69
	88
	117
	125
	130
	153


　
例１）1-12から２級に昇格する場合


1-12（166,000）の対応号俸は2-2（170,200）なので2-2（170,200）へ昇格





例２）3-7から４級へ昇格する場合


3-7（228,300）の対応号俸は4-3（233,900）。４級以上への昇格は昇格改善効果により1号上位ため4-4（242,800）へ昇格





例３）4-16から５級へ昇格する場合


4-16（333,000）の対応号俸は5-13（334,900）。５級への昇格は昇格改善効果のため１号、さらに第１双子の上位以上から昇格なので、対応号俸から２号上位となり5-15（347,500）へ昇格。





○　計算式（昇給で調整）


経験年数（12月） 経験年数（18月）　　　　　　　　経過月数


　　　　　＋　　　　　 ×　2/3　＋


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１未満端数切り捨て）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　採　用　　　  　　　　　昇　給


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経験６月）＋（経過３月）＝９月（＋③）
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号俸





○　計算式（昇給で調整）


経験年数（12月） 経験年数（18月）　　　　　　　　経過月数


　　　　　＋　　　　　　×　2/3＋


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　（１未満端数切り捨て）


（１月未満端数切り上げ）





H18　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　H19
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採　用                                                       　　　　　　　　　  　　昇　給








（経験76月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経過９月）＝９月（＋③）


　 １－（15＋24）＝１－39 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １－43 
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号俸





2013(H25)年4月1日に措置済み





2014(H26)年4月1日に措置済み





2011(H23)年4月1日に措置済み





2012(H24)年4月1日に措置済み








　回復される号俸数





４





３





未回復





２





１





年齢（2014年４月１日現在）





32歳





45歳





40歳





30歳





35歳





38歳





46歳





超過勤務時間（/月）





割増率





100/125





100/150





30時間





60時間





１月60時間を超えた時間に対し、時間外勤務手当には150/100の割増率が適用。ただし、25/100の割増額に代えて代替休を指定することが可能。代替休の場合、例えば１月76時間の時間外勤務を行った場合は、76時間分割増手当（125/100）の支給に加え、16時間×25/100＝４時間の代替休を勤務日に指定することができる。





割増分（25/100）





割増分（125/100）
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